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北海道新幹線(新函館北斗・札幌間)では設計列車速度 320km/h の高速化した条件にて防音壁の検討を行

っており，設計するうえで二点の課題がある．一つ目は高速化に伴う防音壁高さの嵩上および高速化した

設計速度に対する列車風圧の算定，二つ目はサイト増幅特性を考慮した設計地震動および設計震度の設定

であり，これらの課題を考慮した防音壁の設計は今まで行われていなかった．本論文では，高速化とサイ

ト増幅特性の二点の課題を考慮し防音壁実構造物の設計を行い，防音壁の地覆・張出スラブについて従来

は風荷重が支配的であったのに対して L2 地震時が決定ケースになること，防音壁支柱は列車風圧の増加

に伴い，従来よりも大きな H-250×250 の H形鋼が必要になることを示した． 
 

     Key Words: Shinkansen, noise barrier, site amplification factor, train draft pressure 
 
 

1. はじめに 
 図-1 に現在建設を進めている北海道新幹線(新函館北

斗・札幌間)を示す．当該区間の防音壁を設計するうえ

では二点の課題がある． 
第一の課題は防音壁高さの嵩上，および高速化した設

計速度に対する列車風圧の算定である．当該区間では従

来までの設計列車速度 260km/h に加え 320km/h の高速化

に対応した条件にて構造物の設計を行っている．そのた

め，高速化に起因した環境対策が従来以上に必要となり，

北海道新幹線既開業区間の橋りょう・高架橋区間の防音

壁は最大でもレール面(以下 R.L)+3.5mの高さだったのに

対し，更に 1m嵩上してR.L+4.5mの高さが必要と想定さ

れている．また，列車通過の際に生じる列車風圧は，列

車風とともに圧力変動が生じ，この圧力場が列車ととも

に移動するため，共振効果によりその応答が増幅される

ことが知られており 1)，設計でも適切に考慮する必要が

ある． 

 
図-1 北海道新幹線(新函館北斗・札幌間) 

新函館北斗・札幌間 

延長約 212km  
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 第二の課題は，サイト増幅特性を考慮した設計地震動

および設計震度の設定である．図-2にサイト増幅特性に

ついて示す．サイト増幅特性とは，各地点の L2 地震動

が地震基盤から耐震設計上の基盤面までにおいて増幅す

る特性であり，図-1に示す当該区間沿線にはサイト増幅

特性を考慮すると，標準 L2 地震動よりも大きくなる地

域が分布している．既往の文献 2) ，3)では鉄道構造物の耐

震設計においてはサイト増幅特性を適切に考慮した上で，

設計地震動を設定する必要性が報告されている．サイト

増幅特性の影響は，構造物本体だけではなく，地震時の

照査を行う防音壁などの付帯構造物にも及ぶこととなる．

北海道新幹線の当該区間において使用予定の，R.L+4.5m
と背の高い防音壁は従来の構造よりも固有振動数が低く，

地震時の動的応答が大きくなる． 
 以上の二つの課題点を踏まえた実構造物としての防音

壁の設計は今まで行われていなかった．本稿では以上の

課題点を踏まえ北海道新幹線用支柱式防音壁の設計を行

ったので，その結果について報告する． 
 

 

2. 高速化を考慮した防音壁の列車風圧 

 

(1) 新幹線の高速化対応と防音壁の構造 

新幹線の沿線地域は，都道府県により環境基準に応じ

た地域の類型が指定されており，この類型指定に応じて

騒音対策が必要となる．例えば，主に住居が立地する地

域であるⅠ類型に指定される区間については，70dB の

騒音が環境基準となる．そのため，今までの整備新幹線

の設計列車速度 260km/h の場合では，音源対策として最

大 R.L+3.5m の防音壁を設置していた．一方，当該区間

では設計列車速度 320km/h と，従来の整備新幹線よりも

高速化するため新たな検討が必要になった．そこで沿線

騒音予測プログラムにより，騒音シミュレーションを行

ったところ，Ⅰ類型に指定される区間において環境基準

の 70dB を騒音予測値が下回るためには，R.L+4.5m の防

音壁が必要になった．なお，R.L+4.5mを超える防音壁に

ついては，現実的な範囲でのH形鋼支柱の規格では設計

成立が困難となることが予想されることから選択肢から

除いている． 
図-3に支柱式防音壁の構造を示す．当該区間では，一

般的に用いられている支柱式防音壁として直型と，庇部

を設けた半雪覆型の 2種類を使用予定である．また，電

柱などの設置位置により，場所打ち RC 防音壁を使用す

る場合がある．支柱式防音壁の構造は，床版から立ち上

がった鉄筋コンクリート壁(地覆)に H 形鋼の支柱が埋め

込まれており，その支柱間には空洞プレストレストコン

クリート板(PC板)が配置される．支柱であるH形鋼フラ

ンジと PC板との隙間はゴム楔により固定している．  
 

(2) 列車風圧設定における課題 

支柱式防音壁を設計する際，従来までは列車風圧は一

律 1.0kN/m2 としていたのに対し，暴風時の風荷重

3.0kN/m2が相対的に大きく，風荷重により支柱および地

覆の設計が決定されていた．しかしながら当該区間では，

列車速度が 320km/hと高速化することから防音壁が高く

なり，高さの増加に伴い固有振動数が小さくなる．張出

スラブを含めた固有振動数が小さい場合には，列車走行

時の共振による動的応答の増幅が問題視されるようにな

り，これを防音壁設計で適切に考慮する必要がある． 
また，共振などによる動的応答については，その算出

自体も複雑であり，現行で広く用いられている静的解析

に考慮することは困難である．そのため，設計実務上は

列車風圧と防音壁の共振を，防音壁の固有振動数に応じ

た衝撃係数により表現し，静的な作用に置換して考慮し

 
(a) 直型防音壁 

 
(b)  半雪覆型防音壁 

図-3 支柱式防音壁の構造 

 
図-2 サイト増幅特性 

地震基盤
（Vs=3000m/s）

耐震設計上の
基盤面
(Vs=400m/s)

地表面

深部地盤

表層地盤

基盤サイト
増幅特性

表層地盤
増幅特性

地表面サイト
増幅特性

- 98 -



 

 

ている．そこで，過去に提案されている力学モデルを参

考に新たに 320km/hに対応したシミュレーションを実施

し，列車風圧による防音壁の共振を表す衝撃係数の設定

を行った． 
 

(3) 高速走行時の列車風圧の設定 

a) 解析モデル 

図-4に列車風圧の分布形状のモデルを示す．列車風圧

については，列車先頭部通過時には正負の圧力パルスを，

後尾部通過時には逆に負正の圧力パルスを伴う圧力変動

が生じる．圧力変動の値は空気密度，列車速度，軌道中

心からの離れ，車両形状などの多岐にわたるパラメータ

に依存して異なる． 
また，図-5に防音壁のモデルについて示す．列車通過

時の防音壁の動的応答を評価する場合，防音壁の 2次以

上の振動モード，場所打ち防音壁の影響や各支柱および

PC 板の相互作用の影響を考慮する必要がある．これら

の影響を考慮するために既往の文献 4)を参考にマルチボ

ディによりモデル化した数値解析を行った 4)． 
このモデルでは，一般的な支柱間隔である 3m ごとに

配置された各 H 形鋼支柱の橋軸直角方向応答を質量𝑚𝑟

の 1自由度系で表し，H形鋼支柱剛性が𝑘𝑟，両端の剛な

場所打ちRC壁体の剛性を含んだ端部H形鋼支柱剛性が

𝑘𝑟0，H 形鋼支柱間の接続剛性が𝑘𝑐のばねにより接続さ

れている．また，構造物の減衰はモーダル減衰として考

慮し，各モードのモード減衰比は 1％とした．今回実施

した解析ケースは，防音壁の固有振動数𝑓𝑟を 1～10Hz，
支柱本数𝑛𝑛は，RC壁体を有する電柱が 50m程度ごとに

設置されることを考慮して 3～20本，列車速度𝑉は 10～
500km/h までを 5km/h 刻みとした．なお，𝑘𝑟は梁理論に

より𝑓𝑟から求まる数値であり，𝑘𝑟0，𝑘𝑐は既往の文献を

基に一定値としている． 
b) 解析結果 

図-6 に最も応答が大きくなる支柱本数𝑛𝑛が 20 本の場

合の衝撃係数を示す．縦軸の防音壁の衝撃係数𝑖𝑛𝑏𝑟は，

列車速度 10km/h の場合の応答変位を静的載荷時の応答

とし，これに対する各速度の応答変位の比率として算出

した．動的応答は，剛性が相対的に大きい場所打ち防音

壁を模擬した両端部からの距離が大きくなることから，

支柱本数が多いほど剛性の低い PC 板の長さも長くなる

ため大きくなる傾向にある．防音壁の基本固有振動数の

違いに着目すると，基本固有振動数の低下および列車速

度の増加と共に，衝撃係数が増加する傾向が確認できる．

また，特定の列車速度において衝撃係数が極大を示す場

合が確認できるが，これは後尾部パルスの重畳効果 4)や

境界端部の波動反射の重畳が発生するためである． 
図-7 に衝撃係数𝑖𝑛𝑏𝑟 の包絡線を示す．列車速度

260km/hと 320km/hに着目して,  横軸を防音壁の基本固有

振動数とし，縦軸は防音壁の衝撃係数𝑖𝑛𝑏𝑟の包絡線とし

た．また，次式に時速 320km/h のときの防音壁の衝撃係

数𝑖𝑛𝑏𝑟を示す． 

 
図-4 列車風圧の分布形状 

 
図-5 マルチボディ解析モデル 
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図-6 列車風圧による衝撃係数(𝑛𝑛 = 20[本])  

 
図-7 260，320km/h走行時の衝撃係数 
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𝑖𝑛𝑏𝑟 = {

             7                  (1 ≤ 𝑓𝑟 ≤ 2.5)

10.93 − 1.57𝑓𝑟  (2.5 ≤ 𝑓𝑟 ≤ 6)

    1.5                     (6 ≤ 𝑓𝑟)

 

近年の防音壁に多い 3～5Hz の基本固有振動数帯では，

同一振動数においても列車速度が 260km/h から 320km/h
となることにより衝撃係数が大きくなる結果が得られた． 
 

 

3. サイト増幅特性を考慮した防音壁の設計震度 

 

(1) 当該地域における地震動 

「鉄道構造物等設計標準・同解説 耐震設計 5)」では

鉄道構造物の安全性照査に用いる L2 地震動について，

詳細な検討を要しない場合は，標準応答スペクトルを用

いた簡易な手法により算定された標準 L2 地震動を用い

ることができるとされている．しかし，耐震設計上の基

盤面以深の地盤構造の影響により地震動の著しい増幅が

想定される(サイト増幅が大きい)箇所については，局所

的に大きな地震動となる可能性があるため，当該地域に

応じて個別にL2地震動を設定する必要がある． 
図-8 に当該区間における標準 L2 地震動の可否につい

て示す．既往の文献 6)を参考に北海道新幹線の建設予定

地点のサイト増幅特性を評価した結果，この影響を考慮

した場合に標準 L2 地震動が適用できない地区が確認さ

れた．具体的には，長万部・ニセコ地区の一部，倶知安

地区，赤井川地区，札幌地区で適用不可となっている．

これらの地域においては，標準地震動で想定するサイト

増幅特性を超過した分の比率を標準 L2 地震動のフーリ

エ振幅スペクトルに乗じて割り増すことで補正を行い，

これを耐震設計上の基盤面における設計地震動とした．

以降，防音壁設計に対するサイト増幅特性の影響が特に

大きかった札幌地区のL2地震動に着目して記載する． 
 
(2) 地震時の応答解析 

a) 解析モデル 

図-9に防音壁の地震時の応答値を算出するための解析

モデルを示す．既往の文献 7)を参考に構造物と防音壁を

それぞれ水平方向 1自由度系の質点でモデル化し，それ

ぞれの相互作用を考慮する連成モデルとした．構造物は

非線形ばねおよび線形ダッシュポット，防音壁は線形ば

ねおよび線形ダッシュポットでモデル化し，それぞれの

ダッシュポットはモード減衰比が 5％，2％となるよう

に設定した．ここで，防音壁のモード減衰比を 2％とし

たのは，実際の防音壁の衝撃振動試験結果を参考に定め

たものである． 
また，図-10 に履歴モデルについて示す．履歴モデル

は構造物の非線形性よる軟化の影響を考慮したテトラリ

ニアとし，履歴特性は武田モデルとした．図-11 に代表

的な入力地震波形として，札幌地区G4地盤におけるL2
地震動(スペクトルⅠ)の入力地震波形を示す．入力地震

波はそれぞれG0～G5地盤を想定したL1地震，サイト増

幅特性を考慮し割り増しを行い補正した L2地震(スペク

トルⅠ，Ⅱ)である．この防音壁の固有振動数𝑓𝑛𝑏𝑟，構

造物の等価固有振動数𝑓𝑒𝑞，降伏震度𝑘ℎ𝑦，防音壁と構造

物の重量比𝛼をパラメータとして多変量解析を行い，各

地震動および地盤種別に応じて，防音壁の固有振動数と

構造物の固有振動数の比から水平振動による応答震度を

求めた(図-12)．これに回転振動による影響を考慮する係

 
図-11 入力地震波形 
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図-9 解析モデル 

  
図-10 骨格曲線と履歴モデル 
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図-8 標準L2地震動の適用可否 
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長万部地区-2：可

長万部地区-1：不可

八雲地区-2：可

八雲地区-1：可

渡島T入口：可

凡例
：評価地点(30点)

：公的観測点(12点)
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数を乗じ，すべての地盤において最も高くなる応答震度

を包絡するように，各地震動に対して防音壁の設計震度

を設定した 7)．  
b) 解析結果 

図-13 に札幌地区の L2 地震動(スペクトルⅠ)の解析結

果を包絡した防音壁の設計震度を示す．ここで，防音壁

の高さはR.L.+4.5mとし，防音壁と構造物の重量比𝛼は，

単位長さあたりの構造物と防音壁の重量比の最大を想定

し 20 としている．また，横軸には防音壁の設計震度

𝑘ℎ𝑟,𝑛𝑏𝑟と相関が強い防音壁の固有振動数𝑓𝑟と構造物の固

有振動数𝑓𝑠𝑡𝑟の比𝑓𝑟 𝑓𝑠𝑡𝑟⁄ をとった．図-13 から，構造物

の固有振動数が高いほど，𝑓𝑟 𝑓𝑠𝑡𝑟⁄ が小さい．つまり相

対的に防音壁の固有振動数が小さいほど，防音壁の震度

が高くなっていることがわかる．構造物の固有振動数お

よび降伏震度をさまざまな構造物を包含できるように

𝑓𝑠𝑡𝑟=2Hz，𝑘ℎ𝑒𝑞=1.0 とした場合，固有値解析から求まる

半雪覆型防音壁の固有振動数を𝑓𝑟 = 4.905Hzとしその

設計震度𝑘ℎ𝑟,𝑛𝑏𝑟を導くと， L2 地震時(スペクトルⅠ)で
4.667 となった．なお，北陸新幹線(金沢・敦賀間)で使用

したR.L+3.5mの防音壁において，𝑘ℎ𝑟,𝑛𝑏𝑟はL2地震時(ス
ペクトルⅠ)で 2.290であり，設計震度が高くなっている

ことがわかる． 

4. 北海道新幹線の防音壁の設計 

 

(1) 防音壁H形鋼支柱の設計 

 防音壁H形鋼支柱の設計では，主に安全性疲労の照査

が決定ケースとなり，高速化に伴い増加する列車風圧荷

重による繰り返し作用が大きく影響する．設計列車風圧

荷重𝑞𝑙𝑘,𝑑の算出においては，まず速度・支柱間隔・軌

道中心からの防音壁の距離などから算定した静的作用で

ある列車風圧荷重の特性値𝑞𝑙𝑘,𝑠を算出する．これに，2
次元の固有値解析にて算出される防音壁の固有振動数𝑓𝑟

から求まる衝撃係数𝑖𝑛𝑏𝑟で割増しを行い，動的作用に置

換し，設計列車風圧荷重𝑞𝑙𝑘,𝑑を算出する． 
図-14に 320km/hで R.L+4.5mの半雪覆型防音壁の列車

風圧荷重を示す．まず，列車風圧の特性値𝑞𝑙𝑘,𝑠は速度・

支柱間隔・軌道中心からの防音壁の距離などから

0.730kN/m2と算出された．さらに固有値解析により得ら

れる固有振動数𝑓𝑟 = 4.905Hzを図-7に適用することによ

り，𝑖𝑛𝑏𝑟が 3.229 と算出された．これらの値を乗じて設

計列車風圧荷重𝑞𝑙𝑘,𝑑は 3.087kN/m2と求められた． 
表-1に主な設計作用の組合せを示す．作用の組合せを

考慮した結果，320km/h における作用としては風荷重最

大時よりも列車風圧作用時の方が大きくなり，安全性疲

労の照査を満足するためには，支柱に H-250を採用する

必要が生じた．なお，H-200 の支柱を採用した場合，防

音壁の固有振動数が低くなり，列車風圧が大きくなる

 
図-14 列車風圧荷重 

北陸B
R.L+3.5m(H175)

北陸A[既開業]

R.L+3.0m(H150)

北陸C
R.L+2.0m(H150)

260km/h

320km/h

320km/h 半雪覆型

R.L+4.5m(H250)

320km/h 半雪覆型
R.L+4.5m(H200)
地覆：R.L+2.0m
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 表-1 主な設計作用の組合せ 

荷重組合せ 

安全性破壊 
安全性 

疲労 
復旧性 列車風圧

最大 

風荷重

最大 

雪荷重

最大 

地震時

最大 

内向 内向 内向 内向 両向 内向 

付加死荷重 1.20 1.20 1.20 1.00 1.00 1.00 
列車風圧 1.10    0.85  
風荷重 0.50 1.20     

積雪荷重(2年)  1.00  1.00  1.00 
積雪荷重(10年) 1.00      
積雪荷重(30年)   1.00    

L1地震動      1.00 
L2地震動    1.00   

 

 

図-12 水平振動による防音壁の応答震度解析例 

 
図-13 札幌地区L2地震動(スペクトルⅠ)における 
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(図-14)ことから，照査を満足しなくなる．  
図-7，図-14 では ，過去に建設された新幹線の防音壁

の衝撃係数および列車風圧荷重も比較用に示している．

防音壁の衝撃係数について考察すると，列車風圧の特性

値については 320km/h に高速化することで大きくなるも

のの，H-250 とすることで剛性は上がっており，従来ま

での防音壁とほぼ同等の衝撃係数に収まることが確認さ

れた． 
 

(2) 防音壁地覆・張出しスラブの設計 

図-15 に，防音壁の一般図を示す．サイト増幅を考慮

した地震動を設定することで設計震度が高くなり，地覆

については防音壁下端，張出しスラブについては地覆前

面の曲げモーメントが従来に比べて大きくなる．ここで

は設計事例として，半雪覆型 R.L+4.5m の防音壁の設計

結果について記載する．  
整備新幹線の防音壁地覆は，L1 地震動においては無

損傷(損傷レベル 1)，L2 地震時において塑性化を許容し，

終局耐力以下であることを照査することとしている．こ

こで，L2地震時については，過去の実験 8)，9)から防音壁

の塑性率が 4程度に留まることを考慮し，「鉄道構造物

等設計標準・同解説 コンクリート構造物(平成 4 年版)」
10)に準拠し，震度法に則って設計水平震度(𝐾ℎ = 𝜈1 ∙ 𝜈2 ∙

𝜈3 ∙ 𝐾ℎ0)を決定した．ただし，地域別補正係数𝜈1および

地盤種別による応答特性別補正係数𝜈2は考慮せず，設

計塑性率別補正係数𝜈3の 0.4だけを考慮している． 

 表-2に札幌地区におけるL2地震時(スペクトルⅠ)およ

び風荷重最大時の照査結果を示す．防音壁地覆の設計は，

風荷重最大時のケースで決定していた従来までの設計と

は異なり，R.L+4.5mの防音壁のように背の高い防音壁に

おいてサイト増幅特性を考慮した場合，L2 地震時が決

定ケースとなった．また，設計張出スラブ下面の鉄筋に

ついては従来までは最小鉄筋量が決定ケースだったが，

本検討においてもL2地震時が決定ケースとなった． 
 
 

5. まとめ 

 本稿では，既往の研究に基づき，北海道新幹線におけ

る高速化に対応した列車風圧，ならびにサイト増幅特性

を考慮した設計震度の設定を行い，背の高い R.L+4.5m
の防音壁の設計を行った．その結果を以下に示す． 
・防音壁地覆については，従来まで風荷重で設計が決定

されていたが，サイト増幅特性を考慮した場合 L2 地

震時で決定する． 
・張出スラブ下面については従来では最小鉄筋量で設計

が決定されていたが，サイト増幅特性を考慮した場合

L2地震時で決定する． 
・防音壁支柱については高速化に伴う設計列車風圧荷重

の増加により，H-250 を採用する必要があり，従来用

いられてきた H-150~175 よりも大きな断面が必要とな

る． 
今後の展望としては，依然防音壁設計において決定ケ

ースとなる風荷重について，壁面に作用する風圧の分布

を考慮した荷重設定，半雪覆庇部の風荷重の低減などの

検討を行うことで，より合理的な防音壁の設計になるこ

とが考えられる．また，共振を避けるために固有振動数

を上げて衝撃係数を小さくできるように，支柱剛性の増

加・軽量材料の採用等も考えられる．引き続き，合理的

な設計を追求しながら，北海道新幹線の整備に取り組む．  
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表-2 照査結果(線路方向幅L=3.0m) 
 地 覆 張出しスラブ 

設計パターン 
Case1 

L2地震時 
Case2 

風荷重最大時 
Case1 

L2地震時 
Case2 

風荷重最大時 

照査位置 防音壁下端 地覆前面 

断面高さ(mm) 250 313 

鉄筋配置 D22(SD345)-17 D16(SD345)-4 
D19(SD345)-4 

安全性 

(破壊) 

の照査 
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DESIGN OF NOISE BARRIER FOR HIGH SPEED RAILWAY IN HOKKAIDO 

SHINKANSEN BETWEEN SHIN-HAKODATE-HOKUTO AND SAPPORO 
 

Masahide SAITO, Yoshinori SHINDO, Hikaru TOMONAGA,  
Munemasa TOKUNAGA and Taro ISHIKAWA 

 
Along the Hokkaido Shinkansen (between Shin-Hakodate-Hokuto and Sapporo), the noise barrier height 

becomes 4.5m from rail level, because of the design speed increase up to 320km/h. It is necessary to con-
sider the effect of response amplification by resonance of higher noise barriers when considering the train 
draft pressure. Also, there are several areas where ground motions are amplified due to deep ground struc-
ture characteristics (site amplification factor) along this construction site. Therefore, Level 2 earthquake 
motions should be set in consideration of the amplification influence. These effects have to be considered  
even for the railway system utilities such as noise barriers. As the result of noise barrier design in consid-
eration of these effects, the designs of concrete wall of noise barrier and overhanging slab are determined 
by Level 2 earthquake motion. Also, the increase of train draft pressure resulted in larger column section 
of noise barrier (H-250×250 beam) than other Shinkansen structure.   
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